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定年延長が資本蓄積 ・ 総生産水準に及ぼす影響

Influence of Extension of the Mandatory Retirement Age on Capital 
Accumulation and Production Level. 

難 波 安 彦* 
NAMBA Yasuhiko 

日本では急速な少子高齢化と厚生年金の支給開始年齢の引 き上げに対応 し て高齢者雇用が促進 さ れている。 そ し てその

方策の一つと し て定年延長が進めら れている。

本稿は、 政策的に推進さ れた定年延長が、 資本蓄積と総生産水準に どのよ う な影響 を及ぼすかを世代重複モデルの枠組

で検討す るこ と を目的と し てい る。 本稿の主要な結論は、 定年延長によ る高齢者雇用の増大は、 資本蓄積にと っ てはマイ

ナスであ るが、 総生産水準にと っ てはプラ スの場合 も マイ ナスの場合も あ ると いう こ と であ る。 
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1 . はじ めに

現在、 日本では、 急速な少子高齢化によ る労働人口の

減少と厚生年金の支給開始年齢の65歳への引き上げに対

応 し て政策的に定年延長が進めら れている。 平成18年度

までは、 60歳以上の定年 を定めてい る事業主が、 その定

年年齢の引き上げを行っ た場合には継続雇用定着促進助

成金が支払われていた。 現在では、 公務員定年 を2019年

度から段階的にひきあげるこ と が検討 さ れてい る ' 。
本稿は、 政策的に推進さ れた定年延長が資本蓄積と 総

生産水準にどのよ う な影響を及ぼすかを、 世代重複モデ

ルの枠組で検討するこ と を目的と し てい る。

本稿のよ う に、 世代重複モデルの枠組みで老年期の労

働供給を分析 したモデルは Hu [1979] を始まり と する

が、 こ れらのモデルおいては一般に老年期の労働時間は

労働者の効用極大化行動によ っ て決めら れており内生変

数と な っ てい る 2。 し か し本稿では政策的に推進 さ れて

いる定年延長が資本蓄積と 総生産水準に どのよ う な影響

を及ぼすかを考察するために老年期の労働時間を政策変

数と し て扱う 。

世代重複モデルの枠組みで高齢者の労働が特にマ クロ

経済に どのよ う な影響を及ぼすかを考察する研究と し て

は、 Futagami & Nakajima [2001] 、 Matsuyama[2008] 、

Namba [2007]、 難波 [2017] 等がある。

Futagami & Nakaj ima [2001] は、 連続時間型のモデ

ルを使っ て労働期間の延長が資本蓄積と 総生産水準 (経
済成長) に与え る影響 を明ら かに し てい る。 一世代の生

存期間 を多期間化 し てい るのはこ のモデルの優れたと こ

ろ であ る。 但 し、 本モ デルは、 生産関数が本稿のよ う に

コ ブ ・ タ グラ ス型ではな く 、 AK モ デルで あ る か ら、 資
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本水準と総生産水準は常に同じ方向に変化する構造になっ

てい る o

Matsuyama [2008] は、 二期間世代重複モデルの枠組

で、 労働者が若年期終了時に退職か労働を継続す るかを

選択す るモ デルを分析 し てい るが、 高齢者の労働がマ ク

ロ経済に与え る影響については、 資本蓄積に与え る影響

のみが分析 さ れており 、 総生産水準に及ぼす影響は分析

さ れてい ない。

Namba [2007] は、 そのモ デルの枠組みは本稿のも の

と類似 し てい る。 但 し、 本稿では定年延長が総生産水準

に及ぼす影響について、 よ り 明確な結論を導いた。

難波 [2116] は、 Hu [1979] 等と同様に老年期の労

働時間は労働者の効用極大化行動によ っ て決めら れてい

る。 一方、 本稿では先に述べたよ う に老年期の労働時間

は政策変数である。 二つの研究は補完的と考えてい る。 

2 . 高齢者就労モデル

本節では、 世代重複モデルの枠組で、 高齢者 (老後世

代) も一時期労働を行う 場合のモデルを考え る。 本稿で

は若年期の終わり を、 延長する前の定年と考え る。 この

こ と から、 定年延長によ り 労働者は老年期にも労働を行

う こ と になる。 定年延長の期間、 従って老年期の労働時

間を 1 と する。 先に述べたよ う に 1 は政策変数であ る。 

2-1 . 家計の行動

本稿のモデルは二期間世代重複モデルであり 、 各世代

の労働者人口は外生的に一定と する n の成長率で増加す

る ものと す る。

t 期に現れた世代の家計は以下の行動 を取 る も のと す
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る。 彼等は、 若年期 ( t 期) に働いて得た賃金 (ω,) を t 
期に消費 (d ) と貯蓄 (s, ) に分け る。 そ し て老後 ( t 
十 1 期) に、 ( 1 十利子率) を R+ と し て、 利子によ り

増加 し た貯蓄 (,R+ s,) と、 老年期に一時期労働 し て得

た賃金 (co,+,1) を全て消費 (d+,) する。

以上の行動から効用関数と予算制約式は次のよ う にな

る。 u ='。go', + ρ'。go',+, (1)

C 十 St = a)t (2) 

c +1 = R . st 十alt+11 (3)

以上よ り 次式が導かれる。

U = log(a), -s,) 十 log(R +Is, 十a), 11) (4)

こ こ で t 期に現れた世代の一人当 り 最適貯蓄 s, を求め

るために∂U/as, = 0 とす る と次式が導かれる。

a ), (1 + ρ)a),+,1
S =--- (5)

2+ρ (2+10)(1+ r+1)
2 - 2 企業の行動

企業は資本と労働を用いて生産活動を行う ものとする。 

全ての企業は同一の技術 を持つものと するが、 生産関数

は次式で表さ れる ものと する。 生産物市場も生産要素市

場も完全競争市場である ものと する。 

Y' + = (K ',+1 )α(L',+1 )I a = (K' +)α(・11 + IL11+, ) = (K '+1 )α

L'+ : t十 1 期に現れて t十 1 期に働 く 労働者数

L +, : t 期に現れて t+ 1 期に働く 労働者数 (6)
本モデルにおいては資本の耐久期間は 1 期間と する。 

そう す る と 、 ( 1 十利子率) を R と し た こ と から、 t 期

の企業 zの利潤 (π') の定義式は次のよ う になる。

l = (KI )a(1)1 α
一 

f K' - f ' (7)

企業の利潤極大化行動により 、 次の二式が導かれる。

l = (1 - αXK1 )' ( 1 ) a - , = 0
(8)

∴ , = (1一α ;)a ' = , 

K; =α(K;)α 1(1)1α
一 , = 0

∴R = α(k,')α 1 
9 

全 ての企業は同一 の技術 を持つ ものと す るため、 全 て

の企業において賃金率と 1 十利子率は ( 8 ) ( 9 ) と なる

から、 全ての企業の資本労働比率は同一であり 、 その資

本労働比率の水準を k と する と、 = k と なる。 従っ て、

賃金率と 1 + 利子率は(10) (11) と なる。 
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f =(1一αX f )a

, = α( f )α 1 

0) 
1) 

(1
 

(1
 

2-3 マ クロ均衡

マ クロ均衡を考え る。 財市場が均衡する場合を考え る

と貯蓄と投資が等 し く な るが、 こ のタイ プの二期間世代

重複モデルでは資本蓄積に関係す るのは今期の若い世代

の貯蓄 だけ で あ る。 従 っ て、

K,+1=SL (12)

と な る。 こ れから次式が導かれる。

st = (1 十 n)k+1 (13)

従って ( 5 ) と (10) (11) (13) から計算すると、

,+, ={ }( ,)α

と な る。 (14) 式から位相図は次頁のよ う になり

, に収束する。 

(14) 

、 k は

資本労働比率の均衡値 k, を求めるためにk+, = k = k, と
す る と 、

kl ={ 

1

一1 一α} (15 

と なる。 (15) 式の分母の労働量は若年世代の労働者の

労働量と高齢世代の労働者の労働量を合わせたものであ

る。 分母の労働量を若年世代の労働者の労働量に限定 し

た資本労働比率を k2 とする と計算によ り 、

k2={ αl l - a 
1十n十1X2十ρ 十(1十 X1一α (16) 

と な る。 また総生産量を、 若年世代の労働者の労働量で

,)a 



除し た比率 を y2 と する と次式が導かれる。 

y ={ (17) 

3 . 高齢者就労と 経済成長 ・ 資本蓄積

本節では、 前節の分析を基礎にし て、 均衡値 (定常経

済) において定年延長によ る高齢者雇用の増大が資本蓄

積や生産活動に与え る影響を分析する。 まず定年延長期

間の長期化によ る高齢者雇用の増大が資本蓄積に与え る

影響を分析したい。 ここでは定年延長期間の長期化によっ

て増加 し た高齢者の労働時間 1 の変化と資本蓄積の関係

を検討するこ と によ っ て高齢者の就労と 資本蓄積の関係

を考え るこ と と する。

k2 の分子は総資本量であり 分母は若年世代の労働者の

労働量である。 分母の若年世代の労働者の労働量は、 定

年延長期間の長期化によ っ て増加 し た高齢者の労働時間

1から独立であ るから 、 1 が増加 し た と き に k2 が増加す

れば、 1 の増加は資本蓄積に と っ て プラ スであ る こ と に

な る (逆は逆) 。 こ のため k2 を 1 で微分 し た時の符号 を

調べ るこ と と す る。 k2 の大括弧の中の値 を D と す る と 、

∂ = ( ) a
.a% D= 

で あ る が、 sign(∂ )= sign(a% ) である o 従っ て、

は a% の符号を調べるこ と とする。 

aD _一α(1一α)a% {(1十一 X 2十 ')α十(1十10)(1一α } %- al {(1十一 X2十ρ)a 十 (1十ρX1一α } 
1- α 2 十ρ 

1十n十1X2十ρ 

+(1+ I 一α

十 l l 十 1一α

(18 0

々我

α(1 α }-[( ){(1+-2+一+ X1 α } f(2+-+ X1 α)}] 
= -{(1 十n十 1)(2 十 ρ 十(1 十10,)(1 - α }

であ る。 従 っ て、

°= ( ) a
・a%<。 
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l20 

である。 つま リ 定年延長期間の長期化によ っ て高齢者の

労働時間 1 が増加す るこ と は資本蓄積にと っ てマイ ナス

である。 こ のこ と は既に Michel & Pestiau [2013] 等で

指摘 さ れてい るが、 その理由は、 貯蓄主体である若年世

代の労働者が、 高齢期の労働時間の増加によ る賃金所得

の増大 を見越し て貯蓄 を相対的に減らすためと 考え ら れ

る o

次に定年延長期間の長期化によ っ て高齢者の労働時間

1 が増加するこ と が総生産水準に与え る影響を分析する。 

y2 の分子は総生産量であり 分母は若年世代の労働者の労

< 0 

働量である。 こ の場合も、 若年世代の労働者の労働量は、

高齢者の労働時間 1 から独立であ るから、 1 が上昇 し た

時に y2 が増加すれば、 1 の上昇、 つまり 高齢者の労働時

間 の増加は経済成長 に と っ て プ ラ ス で あ る こ と に な る

(逆は逆) 。 こ のため我々は y2 を 1 で微分 し た式の符号を

調べるこ と と す る。 y2 の大括孤の中の値 を E と す る と、

0y = ( ) 2 a%f 

で あ るが、 Sign(∂y )= Sign(a% ) である。 従って、

は
0%の符号を調べるこ と と す る。 

/ a(1 - α) l {(1 + -X2 + ρ)α+ (1 + fl))(1 - α} 
一a = 

1一α

{(1十,-)(2十 十(1十 )(1_α}2

(1 - α)(:i(1 - α){(1 + -X2 + ρ)α +(1 + 1))(1 - α} - (1 + ,-)αf(2 + ρ)α+ (1 +ρX1 - α)}] 

1一α

であるが、 (22) 式の最後の式の分子 を F とす る と 、

F =(1十ti)α(1十ρ一3α一αρ) 十 {α(1十ρ一3α一αρ) 十 (1一α)2(1十ρ)

l231 
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である。 こ こ で計算によ り 、

a%α一 eo
であ る。

ま た、 1 十p-3a-ap> 0 の時、 つまり 、 αく の時

は、 O で あ るから、a% > 0 、 従っ て、 > 0 であ

る。

さ ら に、

F = (1 十 n (1 十 ρ - 3α一 aρ)十 (1 十 ρ - α一2α2 - αρ

< (1 十 n)α(1 十 ρ _a _2α2 _αρ) 十 (1 十 ρ _α_2α2 _ aρ

= (1 十 ρ _ α_2α2 _ αρ (1 十 n)α 十 1}

から、 1 十p-a- 2a2-ap< 0 の時、 つまり 、 a> 0 よ 

_ 
- (,+ρ)+m ,r、,.+ , _ _ 」,_ っ , 、

リa > 

ら、
a
% < 0 、 従っ て、 < 0 である。

従 っ て、 a が低い水準の場合は > 0 と な り 、 a 
が高い水準の場合は < 0 と な る 3。

つま り 、 a が低い水準であれば、 定年延長期間の長期

化よ っ て総生産は増大す るが、 αが高い水準であれば、

定年延長期間の長期化によ っ て総生産は減少する。 こ れ

は a が産出の資本弾力性で あ る こ と にかかわっ てい る

と思われる。 つまり 定年延長期間の長期化によ る高齢者

雇用の増加から貯蓄が減退 し て資本量が減少す るが、 産

E = 

(2 1)

々我

定年延長が資本蓄積 ・ 総生産水準に及ぼす影響

{(1十一 X2十ρ)α十(1十ρX1_α }2 

2+ρ 

1+n 

十 l l 十X1一α

(1+n+ 
1+ρ一3α一 

1){(1+-X2+ρ)α+(1+ρX1一α }2 

十 1十ρ一3α一 +ll 一α 1十ρ 

(1十1-){(1十一 X2十ρ)α十(1十ρX1一α }2 (221 

l 、 く U 、

の 0 一 ' 
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出の資本弾力性が高い時は、 資本量の減少によ る産出の

減少が大きい と 共に産出の労働弾力性が低 く なるから、

産出量が減少する と 考え ら れるのである。 

4 結論

本稿では、 政策的に推進さ れた定年延長が資本蓄積と

総生産水準に どのよ う な影響 を及ぼすかを世代重複モデ

ルの枠組で検討 した。 本稿の主な結論は次の二つである。

( I ) 定年延長期間の長期化により高齢者の労働時間が

増加するこ と は資本蓄積にと っ てマイ ナスである。

( II ) 定年延長期間の長期化により高齢者の労働時間が

増加する場合、 総生産水準は産出の資本弾力性の水

準によ っ て増加する場合と 減少する場合がある。

( I ) について、 定年延長期間の長期化によ り 高齢者

の労働時間が増加するこ と が資本蓄積にと っ てマイ ナス

であ る理由は、 貯蓄主体であ る若年世代の労働者が、 高

齢期の労働時間の増加によ る賃金所得の増大を見越し て

貯蓄 を相対的に減らすためと考え ら れる。

( n ) について、 定年延長期間の長期化により 高齢者

の労働時間が増加する場合、 総生産水準は産出の資本弾

力性の水準によ っ て増加する場合と 減少する場合がある

が、 産出の資本弾力性が高い場合に、 高齢者の労働時間

の増加によ っ て総生産が減少する理由は次のよ う に考え

ら れる。

高齢期の労働時間の増加によ る賃金所得の増大から若

年世代の労働者の貯蓄が減退 し て資本量が減少す るが、

産出の資本弾力性が高い場合は、 資本の減少によ る産出

の減少が大きいと共に産出の労働弾力性が低く なるから、

総生産が減少する と 考え ら れる。 

注

1 日本経済新聞2017年 9 月 1 日付。

2 Hu, S, C [1979] 以降のこの種のモデルと し ては、

Michel & Pestiau [1999] や前多 ・ 桃田 [2002] 等が

あ る o

3 1 +ρ < α< 

_
- (1 +ρ)+m の場合に、 定年延長期

3+ρ 2
間の長期化によ り 高齢者の労働時間が増加 し た時に総

生産水準がどう 変化するかの検討は今後の課題である。 
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